様式第２号（第７条関係）

補助事業等実施計画書

1. 申請者概要
	●企業名
	

	●代表者氏名
	

	●住所
	

	●資本金
	万円
	●従業員数
	人

	●事業内容等
	




2. 事業計画
	●補助事業名称
	

	●デジタル技術の導入目的
（事業を実施する背景、必要性、本事業の実施により解決する課題など）
	＜200文字程度＞








	●デジタル技術の事業内容
（上記課題に対する解決方法として実施する事業概要）
	＜200文字程度＞









※１）必要に応じ、本補助事業に関係する資料を添付してください。
※２）本事業計画に記載された内容を市ホームページにて公表します。





[bookmark: _GoBack]
3. 事業実施後の効果
　補助事業を実施する申請者は以下の項目をご記入ください。
	●事業実施後の効果
(事業実施後、1,3,5年後における自社の事業展開を売上や労働生産性等の目標数値の算出根拠も踏まえて記入ください）
	







	事業実施前
（直近年度末）
	事業実施後（目標数値）

	
	1年目
	3年目
	5年目

	売上
（千円）
	
	
	
	

	
	
	増減
	
	増減
	
	増減
	

	経常利益
（千円）
	
	
	
	

	
	
	増減
	
	増減
	
	増減
	

	労働生産性
	円
	円
	円
	円


※労働生産性は以下の式にて算出してください。なお、算出方法は参考式であり、記載された式と異なる方法で算出した場合には、「事業実施後の効果」欄に算出方法を記入してください。





4. 事業実施スケジュール
	補助事業の実施期間
	　　　年　　月　　日　　〜　　　年　　月　　日

	実施項目
	スケジュール（月）

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12

	例）事業者の選定
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	例）システム導入
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自社の繁忙期
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１）事業実施スケジュールは、実施項目をいつ頃から取り組むのか矢印や〇で記入ください。
また申請者の繁忙期について該当する月が分かるよう矢印や〇で記入ください。
※２）行が足りない場合は、必要に応じ追加してください。

